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○大山崎町議会基本条例 

平成２６年９月２２日 

条例第１７号 

目次 
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第３章 町民と議会の関係（第６条） 

第４章 議会と町長等の関係（第７条―第９条） 

第５章 議会の運営（第１０条―第１３条） 
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附則 

前文 

私たち大山崎町議会は、選挙により選ばれた議員で構成された町民の代表であり、首長ととも

に、憲法に定められた二元代表制の一翼を成すものです。 

議会は、その役割を深く自覚し、すなわち執行機関の監視、評価機能及び、政策提言、立案等

について、その機能をいかんなく発揮し、町民の負託に応えるとともに、地方自治の本旨にのっ

とり、住民福祉の向上と町政の発展を目指し、ここに大山崎町議会基本条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治の本旨に基づき、町民に身近な存在である議会及び議員の活動の

活性化と充実を図り、二元代表制にふさわしく町民に開かれた議会運営の基本的事項を定める

ことによって町民の負託にこたえ、福祉の向上と町政の発展を目指すことを目的とします。 

（この条例の位置付け） 

第２条 この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会における最高規範です。 

２ 議会は、議会に関する他の条例等を制定し、又は改廃する場合においては、この条例の趣旨

を十分に尊重しなければなりません。 

資料２-４ 
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（議会及び議員の責務） 

第３条 議会及び議員は、この条例及び議会に関する他の条例、規則等を遵守して議会を運営し

ます。 

第２章 議会及び議員の活動原則 

（議会の活動原則） 

第４条 議会は、町民の代表機関であることを自覚し、町民に開かれた議会運営を目指すため、

議会に関する情報を公開し、議会の透明性の向上及び信頼の確保に努めます。 

２ 議会は、町民の意思を的確に把握し、把握した意見及び町政運営の状況を踏まえ、政策立案

及び政策提案を行います。 

３ 議会は、充実した調査活動に基づき、論点及び争点を明確にした審議と討論を行います。 

４ 議会は、議員相互間の活発な議論が行われるよう努めるとともに、議員平等の原則にのっと

り、民主的で円滑な運営を推進します。 

（議員の活動原則） 

第５条 議員は、町民の代表として、町民の多様な意見を把握して町政に反映させるため、積極

的に政策の提案及び提言を行い、町民福祉の向上及び町政の発展に取り組むことを使命としま

す。 

２ 議員は、町民の負託にこたえるため、町民の意見を的確に把握するとともに、自己の資質を

高める不断の研さんによって、町民代表としてふさわしい活動を行います。 

３ 議員は、議員相互間の活発な討論と議論を推進します。 

４ 議員は、自らの議会活動について、町民にわかりやすく説明します。 

第３章 町民と議会の関係 

（町民参加と議会との関係） 

第６条 議会は、その透明性を高めるとともに町民に対する説明責任を果たすため、議会の活動

に関する情報を積極的に公開するものとします。 

２ 議会は、本会議のほか、すべての会議を原則公開とします。 

３ 議会は、必要に応じて地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）による

専門的知見の活用、並びに参考人制度及び公聴会制度を活用して町長及び執行機関の職員（以

下「町長等」という。）の意見を聴き、議会の政策形成に反映させるよう努めるものとします。 

４ 議会は、委員会での請願及び陳情の審査においては、提案者の意見を聴く場を設けることが



3 
 

できます。 

５ 議会は、議案に対する各議員の態度を議会広報及びホームページで公表する等、議員の活動

に対して町民の評価が的確になされるよう情報の提供に努めます。 

６ 議会は、必要に応じて町民との懇談会及び議会報告会等、町民との意見交換の場を設けるな

ど、町民の意見を把握して議会活動に反映させるよう努めるものとします。 

第４章 議会と町長等の関係 

（議会と執行機関との関係） 

第７条 議会は、町政運営を常に監視及び評価し、町長等とは常に緊張関係を保持するよう努め

ます。 

２ 議会の本会議における議員と町長等の質疑応答について、議員は論点及び争点を明らかにし

て質疑又は質問するものとします。この場合、町長等は、誠実に答弁しなければなりません。 

３ 本会議及び委員会において、町長等は議員の質問に対して、議長又は委員長の許可を得て質

問の趣旨を確認するため発言することができます。この場合、議長又は委員長は、必要に応じ

て、発言の差し止め又は取り消しを命ずることができるものとします。 

４ 議員は、法で規定されている場合を除き、町長等の指揮下にある審議会など、附属機関への

委員としての参画をしてはならないものとします。 

（議案の説明） 

第８条 議会は、町長から提案される議案について、審議を通じて政策水準を高めるため、背景、

経緯、関係法令及び条例、財源措置、経費等、関連する資料について明らかにするよう、町長

等に求めるものとします。 

（議会の議決事項） 

第９条 地方自治法第９６条第２項の規定に基づく議会の議決事項は、総合計画基本構想に基づ

く基本計画の策定、変更等とします。 

第５章 議会の運営 

（本会議） 

第１０条 定例会の回数については、大山崎町議会定例会に関する条例（昭和３１年条例第９号）

の定めるところによります。 

２ 定例会及び臨時会の会期及びその延長並びに開閉に関する事項は、会議規則の定めるところ

によります。 
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（委員会） 

第１１条 委員会は、所管にかかわる町政の課題について町長提案の議案等の審査、所管事項の

調査及び政策提案を積極的に行うものとします。 

２ 常任委員会は、町政の課題、町長等による政策の形成、事務事業の執行の状況等に対応して

機能的に開くものとします。 

３ 特別委員会は、町政の課題等に対応して必要がある場合に設置するものとします。 

４ 委員会審査に当たっては、資料等を積極的に公開しながら、町民に対しわかりやすい議論を

行うよう努めます。 

（調査機関の設置） 

第１２条 議会は、町政の課題に関する調査のため必要があると認めるときは、議決により、有

識者等で構成する調査機関を設置することができます。 

２ 議会は、必要があると認めるときは、前項の調査機関に議員を構成員として加えることがで

きます。 

（会派） 

第１３条 議員は、議会活動を円滑に実施するために、会派を結成することができます。 

２ 会派は、議員の活動を支援するとともに、政策立案及び政策提言のために調査研究等を行い

ます。 

第６章 議会の活動基盤 

（議員定数） 

第１４条 議員定数は、大山崎町議会の議員の定数を定める条例（平成１４年条例第２７号）に

定めるところによります。 

２ 議員定数の改正に当たっては、行財政の視点及び他団体との比較だけでなく、この条例に定

める議員の役割を果たし、町民の意思を把握し町政に反映させるために必要な人数を考慮する

ものとします。 

（議員報酬） 

第１５条 議員報酬は、大山崎町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和４１年

条例第２号）に定めるところによります。 

２ 議員報酬の改正に当たっては、行財政の視点及び他団体との比較だけでなく、議会機能の充

実や町政の現状と課題、及び将来の予測と展望を十分に考慮するものとします。 
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（議員の政治倫理） 

第１６条 議員は、町民全体の代表者として高い倫理性が求められていることを深く自覚し、地

位に基づく影響力を不正に行使するなど、町民の疑惑を招くことのないよう行動するものとし

ます。 

（政務活動費） 

第１７条 政務活動費は、大山崎町議会政務活動費の交付に関する条例（平成２５年条例第１号）

に基づき、町政の課題及び町民の意思を把握し、町政に反映させる活動その他の住民福祉の増

進を図るために必要な活動に資するために交付します。 

２ 議会は、政務活動費の使途については、公正性、透明性を確保するために公開します。 

（議員研修の充実強化） 

第１８条 議会は、議員の審議能力、政策形成及び立案能力の向上を図るため、議員の研修の充

実強化を図ります。 

２ 議会は、議員にこの条例の理念を浸透させるため、一般選挙を経た任期開始後速やかに、こ

の条例の研修を行うものとします。 

（議会広報の充実） 

第１９条 議会は、議会広報誌、ホームページ等多様な広報手段を活用し、議会活動に関する情

報の積極的な公開に努めます。 

２ 議会は広報編集委員会を設置し、議会広報誌及びホームページの充実に努めます。 

（議会事務局） 

第２０条 議会は、その権能の発揮、及び議会活動の円滑かつ効率的な運営に資するため、議会

事務局の機能の充実及び組織の体制整備に努めます。 

（議会図書室） 

第２１条 議会は、議会及び議員の調査研究に資するため設置する議会図書室を適正に管理、運

営するとともにその充実に努め、併せて町民への公開や有効活用を図ります。 

２ 議員は、調査研究のため、積極的に議会図書室を利用するものとします。 

第７章 議会改革の推進 

（議会の機能の強化） 

第２２条 議会は、その権能を発揮し、及び発展させるため、議会改革に継続的に取り組むなど、

既存の制度や運営の方法等について、不断の見直しを行うものとします。 
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（交流及び連携の推進） 

第２３条 議会は、他の地方議会等との連携を図りながら、その権能の発展及び機能の強化を図

るための活動、研究等を行うものとします。 

第８章 補則 

（条例の見直し） 

第２４条 議会は、社会情勢の変化、町民の意見等を勘案し、必要があると認めるときは、この

条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講じることとします。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行します。 

 


